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1．問題の所在と目的

　子どもたちが自ら目標を立て計画し，試行錯誤しな
がら取り組み，振り返る過程は，自己効力感やレジリ
エンスを高めるために重要な教育活動である．「エー
ジェンシー」あるいは日本では「主体性」とも翻訳さ
れるこの概念は，社会構造に対する個人の行為の能動
的側面を考慮しようと 1970 年代末より活発に議論さ
れるようになった 1）．エージェンシーは，OECD の
Education 2030 プロジェクトにおいて考案された「学
びの羅針盤（Learning compass）」内でも，個人や社
会のウェルビーイングの実現に核となる能力として位

置づけられており 2），これを言及しつつ策定された我
が国の教育再生実行会議の第 12 次提言においても「自
ら主体的に考え，責任ある行動をとることができるよ
うになることが大切」であると重視されている 3）．
　同様に重要視されているのは，子どもたちが地域社
会のことを自分事として捉え，問題を把握し考える力
である．教育基本法第 1 条では「平和で民主的な国家
及び社会の形成者として」必要な資質を備えた国民の
育成を期して教育を行うこと，同法第 2 条では「主体
的に社会の形成に参画し，その発展に寄与する態度を
養う」と記されており，子どもが社会参画する資質・
態度を養うことが重要な柱として掲げられている．上
述した教育再生実行会議の提言においても，個人「一
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人一人が自分の身近なことから他者のことや社会の
様々な問題に至るまで関心を寄せ，社会を構成する当
事者として」自ら主体的に考えるようになることが求
められており 3），令和の教育において不可欠な要素と
して認識されている．さらに OECD の E2030 におい
ても，若者は「前向きで，責任ある行動をとることが
できる，積極的に社会参画することができる市民と
なっていくためのスキルをつけなければならない」2）

と述べられている．
　このように，「社会」の構成者・当事者として社会
参画する態度を育成するための「エージェンシー」は，
21 世紀社会の子どもたちに必要な鍵となる概念であ
る．学校及び社会にはそれを育成するための教育実践
が求められており，カリキュラム上のいかなる授業実
践がエージェンシー育成に寄与するか，具体的な実践
についての研究の蓄積が必要な時期となっている．

1.1　エージェンシーを育成する実践に関する先行研
究
　「エージェンシー」という概念には，さまざまな学
問分野に根差した解釈がある 4）．「簡単に言えば…行
動する能力や可能性」5），「社会構造の決定的な制約
から…［独立した］自律的な行動能力」6）と資質・能
力と捉える解釈もあれば，「自分の機能や生活環境に
意図的に影響を与えること」7），「私たちを取り巻く
世界に対する能動的で生涯を通した探究，関与，参加
のプロセスを反映したもの」8），人々が所有できるも
のではなくむしろ行うもの，達成するもの 6）と，プ
ロセスや起こした行動，達成するものといった現象と
捉える論もある．OECD はこうした学術的議論を土
台として，生徒エージェンシーの概念を「変革を起こ
すために目標を設定し，振り返りながら責任ある行動
をとる能力」9）と説明する．
　木村・一柳 10）は，エージェンシーの学術的布置を
明確化し，学習者のエージェンシーについて考察して
いる．彼らは，ブラジルの教育学者パウロ・フレイレ
の批判的意識の意識化に着目した．すなわち「抑圧的
な状況の原因を考え，その状況を変革して新しい状況
を創り出し，より良い存在としての人間性を追求する」
という考え方が社会構造を変革する力であるとしてい
る 11）．社会構造の変革に向けた人間の意識的で意図
的な行動をエージェンシーと捉え，これが世界の変革
へと導く力であると述べている．これらの言説と，本
取り組みによる授業を実践している熊本市の教育理念

「豊かな人生とよりよい社会を創造するために，自ら
考え主体的に行動できる人を育む」を踏まえ，本研究
では，エージェンシーを「自ら考え主体的に行動でき
る資質・能力」と置く．

　エージェンシーを育もうとする実践は，2000 年代
後半より日本でも開始され，その実践によってどのよ
うな資質や態度の変容が起きたかについての知見が少
しずつ蓄積され始めている 12）, 13）, 14）, 15）．例えば，エー
ジェンシーの育成は他者との人間関係の形成や協働す
る力の育成に有効であると言われている 12）, 13）．林ら
が，小学 4 年生の特別活動の実践（子どもたちが学級
会で議題を出し，やることを決め，発表する実践）の
前後に質問紙調査と定性的な記述に関する調査を実施
したところ，子どもが学級の仲間を肯定的に見る「人
間関係」の形成に意義を感じるようになり，聴く姿勢
や主体的に学習に取り組む態度，社会参画において有
意差がみられた 12）．扇原らの研究においても，中学
生のエージェンシー（例：子どもたちが，学習したこ
とを生かして責任を持って行動したり選択することが
出来る力）は「協働する力」（例：話し合いやグルー
プ活動の中で，自分以外の人の意見を聞こうとしたり，
自分とは意見が違う人とも，目標達成のために前向き
に話し合いをすることができる）と有意な関係がある
ことが明らかになっている 13）．これらことから，本
研究においても，子どもたちが他者と協働し関係性を
価値づけることでエージェンシーを高める可能性が高
いことが示唆される．
　また，生徒エージェンシーは，よりよい社会への意
識の高まりとも関連している 13）, 14）．扇原らが行った
中学生への質問票調査では，中学生は，自身が勉強し
た内容を社会に還元しようという意識，そしてそのこ
とが自身のウェルビーイングにつながるという意識を
現出している可能性が示唆された 13）．また，中学生
は自分のみではなく，仲間や社会にとってより良い環
境やウェルビーイングを高める意識を伸ばすことに
よって，生徒エージェンシーを高めている 14）．これ
らの知見から，本実践における地域社会をより良くす
るための探究的活動が子どものエージェンシーに正の
影響を与えることが期待される．
　一方，生徒エージェンシーにおいて，「対立やジレ
ンマに対処する力」9）を生徒たちに育むには，大人の
本気，他者との出会いと協働探究の機会を明確に組織
すること 15）や，メタ認知力の獲得 14）が必要であるこ
とも把握されている．地域探究及び国際的な協働活動
を通して生徒エージェンシーの変容過程を捉えた三河
内らの研究によると，ある高校生は，多様な価値観を
もつ企業の大人，地域で本物の問題解決に挑んでいる
大学生と対話するときに「『自分の思っていることが
全く伝わらない』経験」をした 16）．このときの苦し
みが自身の語彙力不足を認識させ，状況を把握するた
めの省察的思考，自身の思考を問う批判的思考，新し
いアプローチを作り出す創造的思考などのコンピテン
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シーを育むこととなった．様々な実体と関わり，現場
で行動する中で相互作用し自分の未熟さをメタ的に認
知し，真剣勝負の大人や大学生との間で葛藤すること
によって対処する力が備わることが示唆されている．
　このように，生徒エージェンシーの育成に寄与する
実践の知見は近年増えつつあるが，多くは中高生が中
心であり，小学生のエージェンシーの実証的先行研究
は少ないのが現状である．

1.2　まちづくり，地域間，学校間，行政と連携する
実践に関する研究
　次に，地域創生やまちの活性化を目的の一つとする
取り組みの先行研究を概観する．本実践のように学校
間で合同授業を行った岡山県津山市（高校生）の授業
実践 17），特別支援学校と小・中学校の居住地内交
流 18），山形県の小小・小中連携，地域学習推進事
例 19）等が各地で実践されている．これらの実践と研
究からは，他校の児童生徒と合同授業をもつことが児
童生徒主体の探究型学習において意義をもつこと 17），
障がい者理解や児童生徒の地域生活の基盤をつくり共
生社会の形成にとって意味があること 18），小 1・中 1
の壁を解消させ人間関係作りに有効であること 19）等
の知見が得られている．また，コミュニティの人々が
学校のクラブ活動，校外学習，読み聞かせ等をボラン
ティアとして支援する取り組みは，健康教育やキャリ
ア教育の充実に繋がり学校教育に貢献する 20）．しか
しながら，行政と複数の学校間で連携して行った教科
横断的なまちづくりの取り組みを生徒エージェンシー
の育成に用いて実証的に検討している研究は管見の限
りない．
　そこで本研究では，熊本市北区で小学 6 年生が地域
コミュニティや行政と関わりながら地域のウェルビー
イングを最大化する探究的な学習として国語と総合的
な学習の時間において取り組んだ「町の幸福論クロス
ミート」（以下，「町の幸福論」）の前後及び非対象群
と比較することにより，その成果の実証を試み，本取
り組みの意義について考察することを目的とする．

2．方法

2.1　「町の幸福論」の概要
　対象とするのは，熊本市北区全体で実践された「町
の幸福論」に係る取り組みである．熊本市では，「教
育振興基本計画」（2020 ～ 2023 年度）を実施中であ
り基本理念に「豊かな人生とよりよい社会を創造する
ために，自ら考え主体的に行動できる人を育む」を掲
げている．誰もが幸福を実感する社会を実現するため
に，人生や社会を切り拓く資質・能力を備え，地球規

模の課題解決に主体的に取り組むエージェンシーを
もった子どもを育むことを目指し取り組んでいる．
2019 年には，OECD 教育スキル局長による学校訪問
や全教職員を対象にした講義等も行われており，エー
ジェンシーの育成を目指して学校，地域社会，行政が
連携し地域固有の教育カリキュラムをデザインし実践
することに対し，最大限の重要性をもって取り組んで
いる．
　熊本市教育委員会は，2021 年度以降毎年，オンラ
インイベント及び対面による講座等を集中展開する熊
本エデュケーションウィーク（Kumamoto Education 
Week，以下，KEW）を主催している．熊本市の教育
理念を広く社会と共有し，共に考えることを目指して
行われている KEW では，産官学から成る多様なス
テークホルダーとともに様々なコンテンツが企画・実
施され，Web 公開されている．そのうちの一つとし
て 2022 年度に実施されたのが「町の幸福論」である．
　「町の幸福論」は，6 年生の国語の教科書（東京書籍）
の教材名である．その単元を利用して，2022 年 10 月
から 12 月にかけて，子どもたちがまちづくりに参画
することで地域コミュニティの活性化を図り，エー
ジェンシーを持った市民の育成に繋げていくことを目
的として，熊本市北区 13 校の小学 6 年，全 23 学級
の国語（約 10 ～ 13 時）と総合的な学習の時間（約 8
～ 11 時）を中心に行われた取り組みである．子ども
たちの一部は市行政より自分の住む校区の資料・デー
タを受領し，課題を把握し，まちづくりのアイディア
を考案し，地域コミュニティや市行政に対してプレゼ
ンテーションを行った（あるいは動画を送った）．行
政側から参加したのは，主にまちづくりセンターと市
街地整備課である．当時，北区長は本実践の展開につ
いて区を挙げて歓迎し，子どもの提出するアイディア
の中でも実現可能性の高いものに関して具現化するこ
とも約束した．次年度予算に係る経費も計上している．
実践準備段階では，教育委員会が教師と行政を繋ぎ，
緩やかに意見交換する場（通称，「トークルーム」）を
主催し（2022 年 8 月～ 2023 年 1 月，計 5 回），行政
からは熊本市の少子化対策，まちづくりの構想におい
て学校や子どもたちに期待することが述べられた．教
師側からはこの単元の過去の実践や苦労したこと，行
政に期待すること等が伝えられた．例えば，本実践が
目指すこととして，以下のような発言がある．

　〇私たちには異動がありその地域に精通するには限
界がある．柔軟な発想を持っている子どもたちからの
視点や課題を聴きたい（熊本市行政 U 氏）．
　〇地域を盛り上げ，最終的には郷土愛，この地域の
ために何かしてくれる子どもになってもらいたい（教
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師 N 氏）．
　〇何か新しいものを作るというのではなく，今ある
もの，現在の姿から将来のウェルビーイングを考える
というのが「町の幸福論」の著者（山﨑氏）の考え（熊
本市国語科の指導主事 I 氏）．
　〇大人が本気で聴いてくれるだけで次に繋がると思
う．何が一番大切で誰に伝えるのが一番効果的なのか
も含めて学習の中に取り入れて頂けると生きた学習に
なる（熊本市総合的な学習の指導主事 J 氏）．

　子どもたちから出された 89 点のアイディアは，地
域特産のスイカを使った世代間交流イベントや豊かな
自然を保護するためのゴミ拾い，温泉のイベントを通
して繋がるイベント等，地域の特性を生かしつつも現
実的な活動を含む内容が多かった．途中，学級のアイ
ディア発表にあたっては，各学級を遠隔会議システム
で繋ぎ意見を交換する場（通称，「クロスミート」）が
設けられた（2 回実施：11 月 23 学級 966 名，12 月 9
学級 347 名）．熊本地震（2016 年）により市内全校が
1 か月間学習出来ない環境となった熊本市では，復旧・
復興の過程で ICT整備が進められておりGIGAスクー
ル構想よりも早い段階で全児童・生徒に通信と端末の
貸与を行っている．教師への研修やサポート制度も充
実した環境にある．そのように整備された ICT の有
効活用を図ることも本実践では目指された．

2.2　対象と時期
　「町の幸福論」に取り組んだ熊本市 13 校の小学 6 年
生を対象として，2023 年 2 月にアンケート調査を実
施し回答を求めた．アイディア発表を行った児童数は
計 1,204 名であるが，回答者数は 567 ～ 569 名であっ
た註 1．回答結果は，2022 年 4 月時の対象校児童の回
答及び全国調査の結果と比較した（令和 4 年度 4 月の
全国調査の回答者数は 979,102 ～ 978,865 名，うち熊
本市の対象校の回答者数は計 834 ～ 838 名）註 2．

2.3　質問項目
　令和 4 年度 4 月に実施された「令和 4 年度全国学力・
学習状況調査」（以下，「全国調査」）の「児童質問紙」
全 69 項目うち，（1）生徒エージェンシー及び教師に
よる情動的支援に関する項目，（2）地域社会に関わる
活動の状況等，（3）ICT 機器の利用に関する項目，（4）
総合的な学習の時間への取り組み姿勢に関する項目，
の計 4 分野に関する質問を抜粋した（計 12 項目．表
1 参照）．
　生徒エージェンシーに関する質問には，木村・一
柳 10），Vaughn21）， 下 山 22），OECD15）, 23），Sharma24），
坂野・東條 25）， 26），Damon et al.27）を
参考として，アイデンティティ 9）, 22），目的意識 9）, 10）, 

24），自己効力感 10）, 25），他者への博愛 24）, 26），他者との
関係性への価値付け 23），協同作業への価値付け 23）等
をエージェンシーを構成する下位概念と捉え，それら
を含む質問項目を抽出した．（2）の地域社会に関わる

表 1．「町の幸福論」に参加した児童へのアンケート質問項目

対象とした調査項目 全国
調査番号

対象とするエージェンシー下位概念・
教師による支援・取り組み姿勢

1. 自分には，よいところがあると思いますか 7 アイデンティティ 10）, 21）, 22）

2. 将来の夢や目標を持っていますか 9 目的意識 10）, 21）, 24）

3. 難しいことでも，失敗を恐れないで挑戦していますか 11 自己効力感 10）, 21）, 25）

4. 人が困っているときは，進んで助けていますか 12 他者への博愛・目的意識 10）, 24）, 26）

5. 人の役に立つ人間になりたいと思いますか 15 他者への博愛・目的意識 10）, 21）, 24）, 26）, 27）

6. 自分と違う意見について考えるのは楽しいと思いますか 17 他者との関係性への価値付け 21）, 23）, 28）

7. 友達と協力するのは楽しいと思いますか 18 協同作業への価値付け 21）, 23）, 28）

8. 先生は，あなたのよいところを認めてくれていると思いま
すか 8 教師による情動的支援 29）

9. 今住んでいる地域の行事に参加していますか 29 地域や社会に関わる活動の状況 30），地域
のウェルビーイング 21）, 31）, 32）

10. 地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることが
ありますか 30 目的意識 10）, 24）, 27），社会形成への主体的参

画・規範意識の醸成 21）, 32）, 33）

11. 学習の中で PC・タブレットなどの ICT 機器を使うのは勉
強の役に立つと思いますか 36 ICT を活用した学習の有用性 30）

12.
総合的な学習の時間では，自分で課題を立てて情報を集め
整理して，調べたことを発表するなどの学習活動に取り組
んでいますか

45 総合的な学習の時間への取り組み 30）, 34）



189生徒エージェンシーに関する実証的研究

活動の状況等に関しては，地域のウェルビーイングの
思考 30）, 31）, 32），社会形成への主体的参画・規範意識の
醸成 32）, 33）に関しての変化を探るために「今住んでい
る地域の行事に参加していますか」と「地域や社会を
よくするために何をすべきかを考えることがあります
か」の 2 問を選択した．（3）の ICT 機器の利用に関
する項目に関しては，全国調査で該当する 7 項目のう
ち，ICT 機器の利用が「勉強の役に立つと思いますか」
という有用性に関する質問を選択した（1 問）．（4）
の総合的な学習の時間への取り組み姿勢に関しては，
学習指導要領 34）で着目されている「学習に対する興味・
関心」に関する変化を知るため，「自分で課題を立て
て情報を集め整理して，調べたことを発表するなどの
学習活動に取り組んでいますか」を選択した（1 問）．

2.4　分析の方針
　「全国」「熊本市 2022/4 月」「熊本市 2023/2 月」（実
施後）の 3 群において，4 段階評定についてどのよう
な回答であったかを表 2 の「4 段階回答結果」に示し，
回答の仕方に違いがあるかを明らかにするためにカイ
二乗検定を行い，どの群の間に差があるかを検討する
ために残差分析を行った．また，「1 当てはまる」「2
どちらかというと当てはまる」を合計して肯定的回答，

「3 どちらかというと当てはまらない」「4 当てはまら
ない」を合計して否定的回答とまとめ，3 群における
両回答を表 2 の「2 段階回答結果」に示した．群によっ
て違いがあるのかを明らかにするためにカイ二乗検
定，並びに残差分析を行った．いずれの分析において
も期待値 5 を下回るセルは存在しなかったため，分析
は全てカイ二乗検定を用いた．また，分析には統計解
析向けプログラム言語の R（version 4.2.3）を使用した．
　本論文は 4 名の著者から構成されている．第一・第
三著者は「町の幸福論」の企画や準備（トークルーム
やクロスミートの主催）に携わっており，本研究では
その実践を共有しその知見を考察に繋げた．第二著者
はきょうそうさんかくたんけんねっと（以下，
KSTN）註 3 の研究者として考察及び執筆の役割を果た
した．第四著者は，KSTN のステアリング・コミッティ
の一員であり，本論文では主にデータ解析の役割を果
たした．
　アンケート調査結果の考察に当たっては，この取り
組みを KEW で公開している動画トランスクリプト，
準備段階で教師と行政，教育委員会が悩みやねらいを
共有したトークルームの動画トランスクリプト，対象
児童や教師に配付された参考資料，子どものアイディ
ア一覧リスト，国語の「町の幸福論」教科書教材をも
とに著者間で考察した．

3．結果

　4 段階評定について 3 群の間に差があるかのカイ二
乗検定の結果，12 項目中 9 項目で有意差（p<0.05）
がみられた．一方，肯定的回答・否定的回答について
3 群の間に差があるのかのカイ二乗検定の結果，12 項
目中 6 項目で有意差（p<0.05）がみられた．

3.1　生徒エージェンシー及び教師による情動的支援
に関する項目（1 ～ 10 番）
（1）アイデンティティ・自己効力感・目的意識
　「町の幸福論」に参加した子どものうち，「1．自分
にはよいところがあると思いますか」（全国調査 7 番）
という質問に「当てはまる」と回答した子どもは
35.1% と 4 月時の 37.5% よりは減少しているものの，

「どちらかと言えば当てはまる」と回答した子どもは
43.6% であり 4 月時の 38.1% より増加している．「当
てはまる」と「どちらかと言えば当てはまる」を合計
した肯定的な回答の割合（78.7%）で見ると，4 月時

（75.5%）よりも有意に増加している．（図 1－1）
　子どもたちの自己目標や将来的な目的意識を問う

「2．将来の夢や目標を持っていますか」（全国調査9番）
という質問に「当てはまる」と回答した「町の幸福論」
に参加した子どもの割合は 55.0%，「どちらかと言え
ば当てはまる」と回答した子どもは 24.1% であった．
肯定的に回答した「町の幸福論」に参加した子どもの
割合（79.1%）は，全国の子どもの肯定的回答（79.8%）
よりも少なく，4 月時（78.9%）よりも微増している
ものの，有意ではない（χ2=0.62, p=0.73）．（図 1－2）
　「町の幸福論」に参加した子どものうち，「3．難し
いことでも，失敗を恐れないで挑戦していますか」（全
国調査 11 番）という質問に「当てはまる」と回答し
た子どもは 23.4% であり，4 月時に回答した子ども

（27.8%）よりも有意に減少している．しかし「どち
らかと言えば当てはまる」と回答した子どもは 45.9%
であり 4 月時（41.0%）よりも有意に増加している．
2 段階法で比較すると，全国（72.5%）よりは少なく

（69.2%），4 月時（68.8%）よりは微増している（有意）．
（図 1－3）
　「4．人が困っているときは，進んで助けていますか」

（全国調査 12 番）という規範意識を問う質問に「当て
はまる」と回答した子どもは 42.9%，「どちらかと言
えば当てはまる」と回答した子どもは49.0%であった．
これら肯定的に回答した「町の幸福論」に参加した子
どもの割合（91.9%）は，全国平均（89.0%）や 4 月
時回答（88.9%）よりも多い傾向にある（χ2=4.97, 
p=0.083）（図 2－1）．同様に，「5．人の役に立つ人間
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表 2.「町の幸福論」実践前－後－全国調査，3 群の 4 段階及び 2 段階（肯定群・否定群）回答結果

4 段階回答結果 2 段階回答結果

No.注 質問項目 ％

1 当てはまる
2 どちらかといえば , 当てはまる
3 どちらかといえば , 当てはまらない
4 当てはまらない

χ2 肯定的
回答

否定的
回答 χ2

1 2 3 4 1+2 3+4

1 7 自分には，よいところが
あると思いますか

全国 39.5% 39.9% 13.4% 7.2%
14.76*

79.4% 20.6%
7.67*熊本市 2022/4 月 37.5% 38.1% 16.5% 8.0% 75.5% 24.5%

熊本市 2023/2 月 35.1% 43.6% 15.1% 6.2% 78.7% 21.3%

2 9 将来の夢や目標を持って
いますか

全国 60.4% 19.4% 10.3% 9.9%
16.14*

79.8% 20.2%
0.62熊本市 2022/4 月 59.4% 19.5% 11.0% 10.1% 78.9% 21.1%

熊本市 2023/2 月 55.0% 24.1% 13.0% 7.9% 79.1% 20.9%

3 11
難しいことでも，失敗を
恐れないで挑戦していま
すか

全国 27.6% 44.9% 22.4% 5.1%
13.84*

72.5% 27.5%
8.94*熊本市 2022/4 月 27.8% 41.0% 24.9% 6.3% 68.8% 31.2%

熊本市 2023/2 月 23.4% 45.9% 25.0% 5.8% 69.2% 30.8%

4 12 人が困っているときは，
進んで助けていますか

全国 44.9% 44.0% 9.3% 1.7%
15.23*

89.0% 11.0%
4.97熊本市 2022/4 月 46.3% 42.6% 9.1% 2.0% 88.9% 11.1%

熊本市 2023/2 月 42.9% 49.0% 5.6% 2.5% 91.9% 8.1%

5 15 人の役に立つ人間になり
たいと思いますか

全国 75.1% 20.0% 3.4% 1.5%
8,35

95.1% 4.9% 2.50
熊本市 2022/4 月 72.3% 21.7% 4.2% 1.8% 94.0% 6.0%
熊本市 2023/2 月 71.5% 23.0% 3.9% 1.6% 94.6% 5.4%

6 17
自分と違う意見について
考えるのは楽しいと思い
ますか

全国 30.6% 43.1% 19.8% 6.5%
29.46**

73.7% 26.3%
21.59**熊本市 2022/4 月 32.7% 42.5% 18.6% 6.2% 75.2% 24.8%

熊本市 2023/2 月 38.7% 43.4% 13.9% 4.0% 82.1% 17.9%

7 18 友達と協力するのは楽し
いと思いますか

全国 72.7% 21.4% 4.3% 1.6%
3.63

94.1% 5.9%
1.49熊本市 2022/4 月 73.8% 19.4% 5.1% 1.7% 93.2% 6.8%

熊本市 2023/2 月 73.5% 21.1% 4.2% 1.2% 94.6% 5.4%

8 8
先生は，あなたのよいと
ころを認めてくれている
と思いますか

全国 46.4% 40.9% 9.4% 3.4%
15.77*

87.2% 12.8%
4.88熊本市 2022/4 月 44.7% 42.7% 10.4% 2.3% 87.3% 12.7%

熊本市 2023/2 月 43.4% 46.9% 7.1% 2.6% 90.3% 9.7%

9 29 今住んでいる地域の行事
に参加していますか

全国 23.4% 29.3% 23.6% 23.8%
68.71**

52.6% 47.4%
42.80**熊本市 2022/4 月 16.9% 24.9% 29.1% 29.0% 41.8% 58.2%

熊本市 2023/2 月 22.5% 34.3% 28.1% 15.1% 56.8% 43.2%

10 30
地域や社会をよくするた
めに何をすべきかを考え
ることがありますか

全国 17.7% 33.7% 31.1% 17.4% 78.15** 51.4% 48.6%
63.23**熊本市 2022/4 月 15.6% 31.7% 35.3% 17.5% 47.2% 52.8%

熊本市 2023/2 月 22.8% 44.5% 26.0% 6.7% 67.3% 32.7%

11 36

学習の中で PC・タブレッ
トなどの ICT 機器を使う
のは勉強の役に立つと思
いますか

全国 65.7% 29.0% 3.6% 1.7% 8.91 94.7% 5.3%

3.59熊本市 2022/4 月 63.0% 32.0% 3.7% 1.3% 95.0% 5.0%

熊本市 2023/2 月 66.3% 30.2% 1.9% 1.6% 96.5% 3.5%

12 45

総合的な学習の時間で
は，自分で課題を立てて
情報を集め整理して，調
べたことを発表するなど
の学習活動に取り組んで
いますか

全国 31.8% 41.0% 21.3% 5.8%

80.49**

72.8% 27.2%

55.61**熊本市 2022/4 月 36.9% 38.2% 21.3% 3.6% 75.1% 24.9%

熊本市 2023/2 月 43.8% 42.7% 10.7% 2.8% 86.5% 13.5%

注：左側 No が本調査番号，右側 No が全国調査番号．*p<0.05, **p<0.01
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になりたいと思いますか」（全国調査 15 番）という質
問に「当てはまる」と回答した子どもは 71.5%，「ど
ちらかと言えば当てはまる」と回答した子どもは
23.0% と，肯定的に回答した「町の幸福論」に参加し
た子どもの割合（94.6％）は非常に多いが，4 段階法，
2 段階法いずれにおいても有意ではない．（図 2－2）
（2）他者との関係性への価値付け
　「6．自分と違う意見について考えるのは楽しいと
思いますか」（全国調査 17 番）に関しては，「当て
はまる」と回答した子どもは 38.7%，「どちらかと
言えば当てはまる」と回答した子どもは 43.4% で
あった．肯定的に回答した「町の幸福論」に参加し
た子どもの割合（82.1%）は，全国の子どもによる
肯定的回答（73.7%）及び 4 月時（75.2%）よりも有
意に増加している（図 3－1）．同じように，「7．友
達と協力するのは楽しいと思いますか」（全国調査
18 番）という協同作業への価値付けに対して「当
てはまる」と回答した「町の幸福論」に参加した子
どもは 73.5%，「どちらかと言えば当てはまる」と
回答した子どもは 21.1% と，肯定的に回答した割合

（94.6%）は非常に多いが，全国の子どもによる肯定
的回答（94.1%）並びに 4 月時（93.2%）と比較する
と 有 意 で は な い（χ2（6）=3.63, p=0.73, χ2=1.49, 
p=0.47）（図 3－2）．これらのことから，熊本市の子
どもたちは，従来より友達と協力することは楽しい
と感じているが，「町の幸福論」に参加することで
自分と異なる意見について考えることにより多くの
子どもが意義を感じたことが理解される．
（3）教師による情動的支援
　「8．先生は，あなたのよいところを認めてくれて
いると思いますか」（全国調査 8 番）の質問に対し，

「当てはまる」と回答した「町の幸福論」に参加し
た子どもは 43.4%，「どちらかと言えば当てはまる」
と回答した子どもは 46.9% である．肯定的に回答し
た「町の幸福論」に参加した子どもの割合（90.3%）
は，有意ではないものの（χ2=4.88, p=0.087），全国
的な肯定的回答（87.2%）や 4 月時の肯定的回答

（87.3%）よりも高く，本実践を通して教師から自己
肯定感を得ている子どもが多いこと，そして教師が
子どもを肯定的情動をもって支援することに寄与す

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．「町の幸福論」アンケート調査結果（図 1－1，1－2，1－3）

 

 
 

 

 

 
 

 

図 2．「町の幸福論」アンケート調査結果（図 2－1，2－2）
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る傾向にあることが把握される．
（4）地域への参画
　「町の幸福論」に参加した子どものうち，「9．今
住んでいる地域の行事に参加していますか」（全国
調査 29 番）に関しては，「当てはまる」と回答した
子どもは 22.5%，「どちらかと言えば当てはまる」
と回答した子どもは 34.3% であった．肯定的に回答
した「町の幸福論」に参加した子どもの割合（56.8%）
は，全国の子どもによる肯定的回答（52.6%）及び
4 月時（41.8%）よりも有意に多い（図 4－1）．「10．
地域や社会をよくするために何をすべきかを考える

ことがありますか」（全国調査 30 番）の質問に対し
ても，「当てはまる」と回答した子どもは 22.8%，「ど
ちらかと言えば当てはまる」と回答した子どもは
44.5% であり，肯定的に回答した子どもの割合

（67.3%）は，全国（51.4%）及び 4 月（47.2%）よ
りも有意に多くなっている（図 4－2）．これらのこ
とから，「町の幸福論」に参加した子どもたちは，
全国の他地域及び 4 月時よりも自分の校区地域の行
事に多く参加しており，かつ地域の人々の幸福を考
えて多様なことを検討した経験を有していることが
明らかとなった．

3.2　ICT 機器の利用
　「町の幸福論」に参加した子どものうち，「11．学習
の中で PC・タブレットなどの ICT 機器を使うのは勉
強の役に立つと思いますか」（全国調査 36 番）に関し

ては，「当てはまる」と回答した子どもは 66.3%，「ど
ちらかと言えば当てはまる」と回答した子どもは
30.2% であった．肯定的に回答した「町の幸福論」に
参加した子どもの割合（96.5%）は，全国の子どもに

 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 

 
 

 

図 3.「町の幸福論」アンケート調査結果（図 3－1，3－2）

図 4.「町の幸福論」アンケート調査結果（図 4－1，4－2）
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よる肯定的回答（94.7%）及び 4 月時（95.0%）より
も多いが有意ではない（χ2（6）=8.91, p=0.18, χ2=3.59, 
p=0.17）．すでに GIGA スクール構想の開始から 3 年
が経過しており，全国的にも熊本市内にも ICT が学
習に活用されていることから顕著な変化は生じられな
かったことが考えられる．

3.3　総合的な学習の時間への取り組み姿勢
　「町の幸福論」に参加した子どものうち，「12．総合
的な学習の時間では，自分で課題を立てて情報を集め
整理して，調べたことを発表するなどの学習活動に取
り組んでいますか」（全国調査 45 番）に関しては，「当
てはまる」と回答した子どもは 43.8%，「どちらかと
言えば当てはまる」と回答した子どもは 42.7% であっ
た．肯定的に回答した「町の幸福論」に参加した子ど
もの割合（86.5%）は，全国の子どもによる肯定的回
答（72.8%）よりも有意に多い．実施前も（75.1%）
と全国よりも多くの肯定的回答が見られているが，「町
の幸福論」参加後にはさらに有意に増加している．し
たがって，従来より熊本市では問題解決型学習や発表
の機会は他地域よりも多いことが把握されるうえ，「町
の幸福論」に参加した子どもたちは，この取り組みで
自ら課題を探し，情報収集や分析を行い，その結果を
発表する機会を得たことが明らかとなった．

4．考察

　本調査の結果，以下の 3 点において「町の幸福論」
の生徒エージェンシー育成に関する成果と課題を検討
する．
　1 点目は，地域参加の質問（9，10 番）及び総合的
な学習の時間の質問（12 番）結果より，本実践は，
地域社会を良くするため，すなわち地域のウェルビー
イングを最大化するために 6 年の子どもが国語科及び
総合的な学習の時間を活用し，地域の課題とその解決
策を探究することに貢献したということである．社会
への意識の高まりについては，扇原ら 13）が行った中
学生への調査では確認されているが，このような実践
を行うことにより小学校段階においても高まることが
本研究で明らかになった．小林（2015）は，「今住ん
でいる地域の行事に参加していますか」（9 番）の質
問項目を，幸福度の中の「地域・家族」の指標の一つ
として捉えている 31）．このことからも，本質問項目
に肯定的な回答し，行事に参加する子どもが増えたと
いうことは，それ自体，地域の幸福度（ウェルビーイ
ング）を高めた，あるいは高める可能性をもたらした
と分析される．多世代で共に社会を創ることは，「地
域の多面的幸福」32）の構成要素の一つにもなっており，

「町の幸福論」は国立研究開発法人科学技術振興機構
らが目指す「多世代共創社会のデザイン」を具現化し
ているものとも捉えられる．また，第 4 期教育基本振
興計画において「6．主体的に社会の形成に参画する
態度の育成・規範意識の醸成」33）の指標の例として
挙げられている「地域や社会をよくするために何をす
べきか考える」（10 番）が有意に増加したということ
は，子どもたちが本実践を通して主体的に熊本市の社
会形成に参画する態度を育み，地域をより良くするた
めの規範意識を高めたと言える．さらに，自分が住ん
でいる町の行事に参加し（9 番），他者と考えを交差
させ（6 番）ながら，地域や社会をよくするために何
をすべきか考えた（10 番）ことは，平成 29 年改訂の
学習指導要領の総合的な学習の時間の目標の一つであ
る，「探究的な学習に主体的・協働的に取り組むとと
もに，互いのよさを生かしながら，積極的に社会に参
画しようとする態度を養う」34）ことに貢献している
と思われる．国語科の教材から端を発して総合的な学
習の時間に展開し，地域や行政との関わりを最大限生
かした本事例は，人口減少や過疎化が進む地域課題を
子どもたちが真正面から受け止め社会の解決策を自分
ごととして考案するエージェンシーの育成に有効的に
機能したと言えるであろう．
　2 点目は，他者との関係性への価値付けを表す回答

（6 番）結果より，本実践は，子どもたちが，クラスメー
トのみならず他校の子どもや教師，また熊本市の行政
官やコミュニティの人たち，自分と異なる多様な考え
方を交錯させ地域課題について考えることに喜びを感
じるようになった点において教育的意義をもたらした
ということである．これは，林ほか 12）の研究結果と
も類似しており，小学生のエージェンシーの発達には
人間関係の形成が影響を及ぼす知見を支持するものと
言えよう．生徒エージェンシーの研究者である
Vaughn21）は，子どもがグループや組織に所属し，参加，
交渉，相互作用を行う学習環境において，子ども自身
が自分の信念や願望について「交渉」したり，バラン
スを取ったりすることが，実践の中で自分のアイデン
ティティを確立していく方法，つまりエージェンシー
の重要な構成要素となると述べる．本実践は，学校内
であっても，子どもたちがまちづくりセンター等の行
政官や地域の大人たちと「相互作用」を行ったことで，
異なる意見や立場から学び成長し，自分というものの
存在を省察させコミュニティ内に位置づけることに寄
与したと考えられる．また，自己効力感研究の第一人
者である Bandura は，自己効力感を高める方法の一つ
として「代理体験」の重要性を挙げており，自分と同
じような人々が忍耐強く努力し成功する姿をみること
は，自分もそのようなことができるのだと考えるよう
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になる 35）と述べる．多様な他者と交わることによっ
て自分自身の能力を判断すること，新しい知識，効果
的な技術や方略を認知的に教わることによってよりよ
い方法を身に着けることが，自己効力感を上昇させる
要素ともなるという．したがって，他者との関係性の
価値づけが有意であったということは，本取り組みは
子どもたちがお互いに学び合う過程で自己効力感を向
上させることに貢献したと推量される．
　一方で，3 点目として，本実践が自分の住む地域コ
ミュニティのウェルビーイングを検討する行為であっ
たにも関わらず，他者への博愛・目的意識（4，5 番）
の指標，将来の夢や目標を抱くという目的意識（2 番）
への指標への効果が見出せなかった点，かつ，困難に
立ち向かいながらも目標に向かって邁進するレジリエ
ンスや自己効力感（3 番）を現わす指標の「当てはまる」
が有意に減少している点より，大人社会の現実に直面
し描いていたイメージを見失った対象喪失と本実践の
プロセス（具現化する体験の不在）の影響が考えられ
る．
　森は，子どもは愛着のある対象（人物やペットのみ
でなく心に取り込んでいる目標や自分の描くイメー
ジ）を何らかの理由で喪失することでさまざまな心理
的変化をもたらすと述べる 36）．これは「対象喪失」
と呼ばれる．たとえば自分の掲げた目標を達成出来な
いと思ったとき，あるいは自分がこうあるべきだと思
い描く自己イメージが壊れてしまう体験である．人間
は未来に向けて何らかの目標を持ち，何らかの自己イ
メージを抱きつつ生きている．ところがいつも順風満
帆とは限らない．何かにつまずいたり，何かの妨げに
ぶつかって目標を失ったり，大変な困難に出会ったり，
誰かに蔑まれたりして自己イメージが砕かれる．これ
が一種の対象喪失，他人には気づきがたい自己の内的
対象の喪失なのである．
　Bandura は，成功体験は個人の効力感に強固な信念
を作りあげることが出来ると述べると同時に，成功体
験の繰り返しによって強い効力感が生成された後は，
失敗したとしても悪影響は軽減される可能性が高いと
述べる 37）．三河内らの研究でも，実践を通して現実
社会の複雑性や障害を知り，自分の未熟さをメタ的に
認知し葛藤することで「ジレンマに対処する力」が育
まれることが示されていた 15）, 16）．困難に直面しても
持続的な努力によって克服できることを経験によって
知ることができれば，自発的な粘り強さ，つまりレジ
リエンスを強化することができるのである 37）．
　「町の幸福論」に取り組んだ子どもたちの多くは，
そのアイディアを提出し交流はしたものの，結果とし
て実際にやってみることなくこの実践を終えた註 4．自
分たちの校区について調べ，問題を認識したものの，

まちづくりのアイディアを具現化することはなかっ
た．これにより，子どもたちは「将来の夢や目標」を
持っても実現が難しい，という，いわば自己イメージ
の喪失を感じ，「対象喪失」に陥ったと考えられる．
また，アイディアを具現化するため試行錯誤しながら
失敗あるいは成功する体験がなかったことが，効力感
の獲得に繋がらなかったとも考えられる．子どもたち
が「地域や社会をよくするためにすべきことを考えた」
ことは，「自分も地域社会の役に立てるのだ」という
自己肯定感に変容することなく，つまり，困難（現実）
に立ち向かうだけのレジリエンスの覚醒や育みには到
らずに終えたのではないだろうか．
　したがって，「町の幸福論」の今後の課題として，
アイディアの発表のみでなく，誰に発表すれば効果的
か，どのようにすれば具現化する実践になるかの方略
を，子どもを含む関係者間で検討する必要があると思
われる．実行力がより高まる中学や高校段階での実践，
あるいは小中高連携も視野に入れればより具現化の可
能性は高まるだろう．また，カリキュラム内の単発的
な単元での実践だけではなく，学校行事や総合的な学
習の時間の年間カリキュラムとして組み込むことで，
具現化に向けた長期的な企画・準備を行うことが可能
となる．さらに，子どもに地域社会のことを考えても
らう，という課題付与のみではなく，子どものエージェ
ンシーの育成を本実践の目的の主軸に据え，教師と行
政・コミュニティが一丸となってどのような過程・体
験が「自ら考え主体的に行動できる資質・能力」を備
えるために必要かを検討しながらカリキュラムをデザ
インする過程も必要であると思われる．
　最後にもう 1 点の考察を加えると，この 6 年生の子
どもたちは新型コロナウイルス感染症の影響を大きく
受けてきた子どもたちである．木須・安川は，新型コ
ロナウイルス感染症による休校やクラブ活動の停止，
これまで目標にして頑張ってきたことが出来なくなっ
た経験は，それだけでも子どもたちの心に対象喪失を
もたらし，子どものレジリエンス，すなわち回復力や
抵抗力に影響を与えていると示唆している 38）．本実
践の対象となった 6 年生は，コロナの影響により 3 年
生の 3 月よりマスクの着用を義務付けられ，授業時の
発言や校外学習等，様々な活動が制限されてきた．こ
れまで目標にして頑張ってきたことが突然できなく
なったり，学級での役割や友人関係における心理的居
場所等，集団の中での自己イメージから離れ，孤独感
を味わったりしたことによりアイデンティティの喪
失 39）を招いた可能性がある．OECD 9）が説明するエー
ジェンシーの構成要素には，所属感やアイデンティ
ティも含まれており，コロナによるこれらの喪失も少
なからず本結果に影響を与えたと考えられる．
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5．まとめと今後の課題

　本研究は，熊本市北区の小学 6 年生が地域コミュニ
ティや行政と関わりながら地域のウェルビーイングを
最大化するための探究的な授業として実施された「町
の幸福論」の取り組み前後と非対象群を比較すること
によって，その成果の実証を試み，意義を考察するこ
とを目的としたものである．
　質問票調査の結果から，「町の幸福論」には，子ど
もたちが総合的な学習の時間で社会参画する態度を養
い地域社会の課題解決を探究すること，そして地域の
大人やクラスメートといった他者と関係を築き対話を
することに価値を見出す点において意義が認められ
た．前者に関しては，小学生であってもこのような実
践を介して社会のウェルビーイングを実現することが
出来ることが新たに証明された．
　他方，他者への博愛や目的意識，自己効力感への効
果は見いだせなかった結果からは，子どもたちが理想

（アイディア）と現実（体験の不在）にギャップを感じ，
思い描いていた自己イメージを喪失してしまった対象
喪失が起きたと考えられる．失敗・成功体験の不在に
よりレジリエンスが獲得されなかったと推量され，子
ども自らが試行錯誤する経験が不十分であったことが
示唆される．しかしながら，熊本市北区全体を対象に，
教科・学校・組織間を横断してこのような実践に取り
組んだのは初めてであり，上述の成果と課題を確認し
たことの意義は大きい．今後も継続して改善・発展す
ることで生徒エージェンシーの育成と地域のウェル
ビーイング双方の実現可能性が高まると思われる．
　今後の研究課題として，本研究では実践前後の比較
により子どもの変化を探ったが，どのような過程や他
者との関わりが子どもたちに協働の意味付けや社会参
画の変化を促したのかは明らかになっておらず，それ
らとエージェンシーとの関連の検討が必要である．ま
た，コミュニティや行政と深く関わった子どもとそう
でない子どもの差異や文化的背景について定性的に探
究する必要もあるだろう．さらに，子どもが成功・失
敗を体験しつつも，自ら設定したゴール（＝対象）を
喪失せずにレジリエンスを高める方略について研究を
蓄積して見極めることが欠かせないと考えられる．
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註

1） 対象 13 校にアンケート集計を依頼したが，回答は
任意であり全ての学級で回答がない学校があったた
め，4 月と比較してデータ数は減少しており，また
全ての項目に回答していない児童が見られた．

2） 抽出した質問項目によって回答者数が異なる．
3） きょうそうさんかくたんけんねっととは，日本の子

ども（生徒・学生）と大人（研究者含む）が未来の
教育やウェルビーイングについてともに考えるネッ
トワークの名称．OECD 東北スクールを起点とし，
福島・新潟・東京・北陸・熊本の 5 つの地域エコシ
ステムが参画し，活動を行っている．

4） 「2.1　町の幸福論」の概要で述べている通り，実現
性の高いものに関して具現化することが約束されて
いたものの，本実践終了後間もなく 6 年生は小学校
を卒業しており，アイディアの具現化には到ってい
ないのが現状である．
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